
【様式第1号】

自治体名：新潟県市町村総合事務組合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 20,639,107,620   固定負債 -

    有形固定資産 1,860,000,570     地方債 -

      事業用資産 1,860,000,570     長期未払金 -

        土地 182,498,000     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 6,018,371,000     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 4,348,776,495   流動負債 12,832,599

        工作物 531,062,000     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 △ 523,153,935     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 10,132,571

        航空機 -     預り金 2,700,028

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 12,832,599

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 20,639,107,620

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 1,008,599,131

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 -

      物品減価償却累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 18,779,107,050

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 160,975

      長期貸付金 -

      基金 18,778,946,075

        減債基金 -

        その他 18,778,946,075

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 1,021,431,730

    現金預金 1,021,431,730

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 21,647,706,751

資産合計 21,660,539,350 負債及び純資産合計 21,660,539,350

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：新潟県市町村総合事務組合

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 5,577,512,996

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 5,577,512,996

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 288,760,912

    使用料及び手数料 205,644,057

    その他 83,116,855

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 126,536,887

        その他 -

    移転費用 872,036,652

      補助金等 745,499,765

      その他の業務費用 -

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 15,297,416

        減価償却費 145,075,148

        その他 -

        その他 7,771,258

      物件費等 1,031,497,666

        物件費 871,125,102

        職員給与費 3,944,835,761

        賞与等引当金繰入額 10,132,571

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 5,866,273,908

    業務費用 4,994,237,256

      人件費 3,962,739,590

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：新潟県市町村総合事務組合

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 20,362,371,726 20,049,060,527 313,311,199

  純行政コスト（△） △ 5,577,512,996 △ 5,577,512,996

  財源 6,862,848,021 6,862,848,021

    税収等 6,862,848,021 6,862,848,021

    国県等補助金 - -

  本年度差額 1,285,335,025 1,285,335,025

  固定資産等の変動（内部変動） 590,047,093 △ 590,047,093

    有形固定資産等の増加 23,760,000 △ 23,760,000

    有形固定資産等の減少 △ 145,075,148 145,075,148

    貸付金・基金等の増加 887,835,868 △ 887,835,868

    貸付金・基金等の減少 △ 176,473,627 176,473,627

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,285,335,025 590,047,093 695,287,932

本年度末純資産残高 21,647,706,751 20,639,107,620 1,008,599,131

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：新潟県市町村総合事務組合

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 2,585,818

本年度歳計外現金増減額 114,210

本年度末歳計外現金残高 2,700,028

本年度末現金預金残高 1,021,431,730

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 695,363,552

前年度末資金残高 323,368,150

本年度末資金残高 1,018,731,702

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 707,540,000

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 69,001,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 69,001,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 776,541,000

    公共施設等整備費支出 23,760,000

    基金積立金支出 752,781,000

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,402,903,552

  業務収入 7,124,187,667

    税収等収入 6,862,848,021

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 205,644,057

    その他の収入 55,695,589

    移転費用支出 872,036,652

      補助金等支出 745,499,765

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 126,536,887

    業務費用支出 4,849,247,463

      人件費支出 3,962,824,945

      物件費等支出 886,422,518

      支払利息支出 -

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 5,721,284,115



【一般会計等　注記】

１　重要な会計方針

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産・・・・・・取得原価

※土地については、固定資産税評価額を基礎とした評価額

② 無形固定資産・・・・・・取得原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券・・・・・・取得原価

② 満期保有目的以外の有価証券　なし

③ 出資金　なし

⑶ 有価証券（基金）のオーバーパー債権の満期償還に係る調整額

なし

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

・建物　　31年～50年

・工作物　10年～17年

・物品　　 5年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（5年）に基づく定額法に

よっています。

③ リース資産　なし

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 退職手当引当金

退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し

退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益の

うち当組合へ按分される額を加算した額を控除した額

② 賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額を計上しています。

⑹ 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当組合資金管理方針において、歳計

　　現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

　　を含んでいます。

⑺ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 物品及びソフトウェアの計上基準

・物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上して

います。

・ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が100万円未満であるとき、又は固

定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理して

います。

２　重要な会計方針の変更等

　　退職手当引当金は、退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に

　職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益

　のうち当組合へ按分される額を加算した額を控除した額を算出しております。ただし、退職手当

　組合積立額が退職手当債務を超過しているため、基金（その他）に計上しております。

３　重要な後発事象

　　なし

４　偶発債務

　　なし

５　追加情報

⑴ 対象範囲（対象とする会計名）

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

・新潟県市町村総合事務組合一般会計

・新潟県市町村総合事務組合職員退職手当支給事業特別会計

・新潟県市町村総合事務組合消防団員等公務災害補償事業特別会計

・新潟県市町村総合事務組合消防賞じゅつ金等支給事業特別会計

・新潟県市町村総合事務組合非常勤職員公務災害補償等事業特別会計

⑵ 出納整理期間

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられているため、出納整理期間におけ

　　る現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

⑶ その他

・消費税等の会計処理については、税込方式によっています。

・資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 1,402,903,552円

減価償却費 △145,075,148円

賞与引当金の増減 85,355円

その他の資産・負債の増減額　 　27,421,266円

純資産変動計算書の本年度差額　　1,285,335,025円

注　記
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